
施設共用約款 

平成２９年４月１日 

２９ビ（規則）第１号 

最終改正 令和５年９月１日 
令０５基（規則）第１６号 

 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「甲」という。）の量子技術基盤研究

部門共用施設（以下「共用施設」という。）を利用する者（以下「乙」という。）は、次の

各条項に定める規定に基づき利用するものとする。 

 

（申込み）  

第１条 乙は、甲の共用施設を利用するに当たり、甲の定める申込書に必要事項を記載

し、記名押印の上、申し込むものとする。 

 
（承諾）  

第２条 甲は、前条の申込書を受理した場合、遅滞なく諾否を決定し、実施可能な場合

は、承諾書を乙に送付するものとする。 

 
（利用料金の支払）  

第３条 甲は、債務を履行したのち、所定の算定基準によって算定された利用料金を乙に

請求するものとする。  

２ 乙は、甲が前項に基づく請求書を発行した後、６０日以内に甲に当該利用料金を支払

わなければならない。ただし、乙の責めに帰し難い事由により甲の承諾を得たときは、

この限りではない。 
 
（提供材料）  

第４条 甲は、照射等に必要な材料の全部又は一部（以下「提供材料」という。）を乙か

ら甲に提供させることができる。  
２ 乙は、提供材料がある場合は、提供材料を甲の指定する期日までに甲に引き渡すもの

とする。  
３ 乙は、甲が提供材料について、使用上不適当と認めた場合は、甲の指示に基づき提供

材料を交換するものとする。これに要する費用は乙の負担とする。  
４ 提供材料について生じた損害は、甲の責めに基づく事由による場合を除いて、全て乙

の負担とする。 
 
（施設等の利用）  



第５条 乙は、共用施設の利用に伴い、共用施設以外の甲の所有する施設等の利用、放射性

物質の運搬、消耗品の手配その他の附帯業務を必要とする場合は、甲の承諾を得て利用又

は依頼するものとする。  

２ 乙は、前項の場合、甲の定める利用料金又は実費を甲の請求に基づき支払わなければな

らない。 

 
（利用者への支援）  

第６条 乙は、共用施設の利用に当たり、必要な装置等の操作、運転等に関する役務提供

を甲から有償で受けることができる。  

２ 乙は、共用施設の利用に当たり、必要な装置等の操作、運転方法、試料等の作製方

法、データ等の解析方法等に関する技術指導を甲から有償で受けることができる。  

３ 乙は、前二項に定める支援を受けようとするときは、その可否等についてあらかじめ

甲の施設の管理を担当する者と協議の上、甲の定める様式に必要事項を記載し、第 1条

に定める申込書の提出時にこれに添付して申し込むものとする。  

４ 乙は、第１項及び第２項により支援を受けたときは、甲の定める所定の算定基準によ

って算定された費用を甲の請求に基づき支払わなければならない。ただし、乙が成果を

公開する利用課題（以下「成果公開課題」という。）による利用者の場合であって、乙が

公開する成果の共著者として甲の職員が含まれる場合は、第１項及び第２項の支援に係

る経費を徴収しないものとする。 
 
（契約廃棄物の責任及び範囲）  

第７条 乙の共用施設の利用に伴い放射性廃棄物が発生する場合（共用施設の運転に伴い

発生する放射性廃棄物を除く。）、当該放射性廃棄物（以下「契約廃棄物」という。）の

保管、処理及び処分（以下「処理処分」という。）は、処理処分に係る費用を乙が負担

することにより、甲が行うこととする。なお、この約款における用語の定義は、次の各

号に定めるところによるものとする。 

（１）「放射性廃棄物」とは、放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第

１６７号）に定める放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物で廃棄し

ようとするものをいう。 
（２）「処理処分」とは、放射性廃棄物を廃棄体として処分するまでの一連の行為をい

う。 
 
（契約廃棄物の引取り）  

第８条 前条第１項の規定にかかわらず、乙が自己の責任において契約廃棄物を引き取る

ときは、乙は第１条に定める申込みを行うときに、契約廃棄物の引取時期及び引取方法を

甲に通知しなければならない。  



２ 乙は、契約廃棄物の引取りに係る全ての費用を負担するものとする。  

 
（契約廃棄物発生量等の確定方法）  

第９条 甲は、乙による共用施設の利用により、契約廃棄物の発生が予想される場合は、放

射性廃棄物発生予想量確認書（以下「発生予想量確認書」という。）を作成しなければな

らない。甲及び乙は、発生予想量確認書の記載内容を確認し、相違がない場合は、記名押

印するものとする。 

２ 甲は、前項で合意した発生予想量確認書の数量に基づき、甲の定める所定の算定基準に

よって契約廃棄物の処理処分に係る概算額を算出するものとする。 

３ 甲は、乙による共用施設の利用等の終了後、放射性廃棄物発生量確認書（以下「発生量

確認書」という。）を作成しなければならない。甲及び乙は、発生量確認書の記載内容を

確認し、相違がない場合は、記名押印するものとする。  

４ 甲は、前項で合意した発生量確認書の数量に基づき、甲の定める所定の算定基準によっ

て契約廃棄物の処理処分に係る確定額を算出するものとする。 

 
（契約廃棄物の費用負担等） 

第１０条 第７条により乙が負担する費用は、前条第３項及び第４項により確定した額と

する。なお、第８条により乙が引き取る契約廃棄物は、前条第３項により確定した数量

とする。 

 
（個人線量管理）  

第１１条 乙は、放射線業務従事者として甲の共用施設を利用するときは、個人線量管理

に係る費用を甲の請求に基づき支払わなければならない。 

２ 前項に規定する個人線量管理に係る費用は、甲の共用施設において個人線量管理に必

要な実費相当額とする。 

 
（原状回復）  

第１２条 乙は、共用施設の利用に伴い、施設等の一部を変更して利用しようとするとき

は、あらかじめ甲の承諾を得るものとし、この場合の費用は、乙の負担とする。  

２ 乙は、前項による業務が完了したときは、速やかに共用施設等を原状に復した上、甲

の点検を受けるものとする。  

 

（実施報告書の提出及び成果の公表）  

第１３条 乙は、成果公開課題による利用の場合、次項及び第３項に定めるところによ

り、実施報告書の提出及び成果の公表を行わなければならない。  

２ 実施報告書は、共用施設を利用した年度（甲の事業年度。ただし、甲の都合により当



該事業年度の翌事業年度に利用した場合にはその事業年度。以下「施設利用年度」とい

う。）の翌年度の４月１日から起算して６０日以内に、甲が定める様式により甲に提出す

るものとする。甲は、提出された実施報告書を公表することができる。  

３ 成果の公表は、施設利用年度の翌年度の４月１日から起算して２年以内に甲が定める

論文発表等の方法で行い、甲が定める様式により甲に通知するものとする。ただし、あ

らかじめ甲が定めるところにより期限の延長を申し出て、甲がこれを認めた場合はこの

限りではない。 

４ 甲は、乙が前二項に定める期限までに、第１項に定める義務を履行しないときは、受

領済みの利用料金と、乙の利用を成果を公開しない利用課題による利用とみなして算定

した利用料金との差額を乙に請求するものとする。乙は、甲の請求に基づき、甲が指定

する期日までに当該差額を支払わなければならない。 

 

（知的財産権の帰属等）  

第１４条 乙が共用施設の利用によって得られた知的財産権に関する出願等を行う場合は、

甲と協議するものとする。  

２ 甲及び乙が本施設共用の結果、共同して発明等を行ったときは、当該発明等に係る知的

財産権（以下「共有に係る知的財産権」という。）は甲及び乙の共有とし、当該発明等に

係る出願等を行おうとするときは、当該知的財産権に係る甲及び乙の持分等を定めた共同

出願等に関する契約を別途締結の上、共同して出願等するものとする。  

３ 甲及び乙は、本施設共用に係る知的財産権の登録を受ける権利を、当該発明を行った者

から承継するために必要な措置をとらなければならない。  

 
（成果の利用等） 

第１５条 乙は、成果公開課題による利用により得られた成果等を公開するときは、甲の

共用施設の利用により得られたものであることを明記し、共著者について甲の職員と協

議するものとする。 

２ 乙は、共用施設の利用に当たり、第６条第１項及び第２項の支援を受けたときの成果

の取扱いについては、甲の職員と協議するものとする。 

 

（知的財産権の実施）  
第１６条 甲及び乙は、共有に係る知的財産権を第三者又は乙の指定する者に実施させる

場合は、その持分に応じた実施料の支払その他必要な事項を定めた実施契約を、当該者

と別途締結するものとする。  
２ 乙は共有に係る知的財産権を商業的に実施した場合、甲が共有に係る知的財産権を商

業的に実施しないことから、当該知的財産権に係る甲及び乙の持分等に応じて甲乙協議

して定める不実施補償料を甲に支払う。  



 
（第三者に対する実施の許諾）  

第１７条 甲及び乙は、共有に係る知的財産権について、相手方の同意を得て第三者にそ

の実施を許諾することができる。  
 
（知的財産権の管理費用）  

第１８条 甲及び乙は、本施設共用の結果生じた自己が単独で所有する知的財産権の管理

に要する費用（弁理士費用、出願料、維持費等）を各自負担するものとする。  
２ 甲及び乙は、本施設共用の結果生じた知的財産権を共有する場合には、その知的財産

権の管理に要する費用（弁理士費用、出願料、維持費等）を、その持分に応じて負担す

るものとする。ただし、別に定めがある場合は、この限りでない。 
 
（秘密保持）  

第１９条 甲及び乙は、共用施設の利用によって得られた相手方の秘密を第三者に漏らし

てはならない。ただし、次の各号に該当するものについてはこの限りではない。  
（1）相手方から知得する以前に、既に公知であるもの  
（2）相手方から知得した後に、自らの責めによらず公知となったもの  
（3）相手方から知得する以前に、既に自ら所有していたもので、かかる事実が立証でき

るもの  
（4）正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに知得したもの  
（5）相手方から知得した情報に依存することなく独自に得た資料・情報でかかる事実が

立証できるもの  
（6）相手方から公開又は開示に係る書面による同意が得られたもの  
（7）裁判所命令又は法律によって開示を要求されたもの。なお、この場合、相手方に直

ちに要求があったことを通知するものとする。 
２ 甲及び乙は、共用施設の利用目的、性質に応じて、秘密保持に関する特約を付するこ

とができる。 

 

（共用施設等の運転停止）  
第２０条 甲は、共用施設等が事故等により運転の継続が困難になったときは、乙に対し

て速やかにその旨を通知するものとする。  
２ 甲は、前項の運転停止に伴い発生する乙の損害について、免責されるものとする。  

 
（損害賠償）  

第２１条 乙は、共用施設の利用において、甲の職員又は機器、施設その他財産に損害を

与えたときは、直ちにその旨を甲に報告するとともに、相当の損害賠償額を甲に支払わ



なければならない。  
 
（事故の免責）  

第２２条 甲は、乙が共用施設の利用において、乙の故意若しくは過失又は乙が次条に定

める義務を履行しないことにより発生した事故による損害の補償は行わないものとす

る。  
 
（規程の遵守等）  

第２３条 乙は、共用施設の利用に当たっては、甲の定める諸規程を遵守するとともに甲

の指示に従わなければならない。  
 
（契約の変更又は解除）  

第２４条 甲及び乙は、事前協議の上、この約款と異なる条項に基づく契約を締結し、又

はこの約款に基づく契約を解除することができる。  

２ 甲は、乙が前条に定める遵守義務に違反するおそれがあるとき、又は違反したとき

は、この約款に基づく契約を解除又は終了することができる。 
 

(契約終了後の措置）  
第２５条 前条の定めにかかわらず、この約款に基づく契約終了時に未履行の債務がある

場合には、当該債務の履行が完了するまで本契約が適用される。 

２ この約款に基づく契約の終了後においても、第７条から第１０条及び第１３条から第

１９条の規定は、その効力を有するものとし、その終了については、甲乙協議の上定め

るものとする。  

 
（疑義等の解決）  

第２６条 この約款に基づく契約の履行についての疑義、又はこの約款に定めのない事項

が発生したときは、その都度甲乙協議して定めるものとする。 
 
 

附 則 
（施行期日） 

第１条 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 
 
（決定の廃止） 

第２条 施設共用約款（２８ビ（決定）第１号）は、廃止する。 
 



附 則（平成３１年４月１日 ３１ビ（規則）第６号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 
  附 則（令和２年４月１日 令０２ビ（規則）第３号） 
この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和５年４月１日 令０５基（規則）第６号） 
この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和５年９月１日 令０５基（規則）第１６号） 
この規則は、令和５年９月１日から施行する。 


